
サステナビリティの推進をNTTグループの事業の中核に
~ 「NTTグループサステナビリティ憲章」の見直し ~

　NTTグループでは、2021年11月に制定した「NTTグループサステナビリティ憲章」について、中期経営戦略との連動を図り、
より実効性を高めるとともに、外部環境の変化に合わせることを目的として改定を行いました。
　具体的には、「NTTグループサステナビリティ憲章」のNTTが考える持続可能な社会における3つのテーマ、9つのチャレンジに
基づくアクティビティを、従来の30のアクティビティから整理・統合を図り、新たに18のアクティビティに見直しを行いました。

（注） 1.  従業員エンゲージメント率は、エンゲージメントを測る指標4項目をNTTグループKPIとして設定し、その肯定的回答者の割合です。従業員エンゲージメント率の
集計範囲は、主要会社並びに主要会社が指定する子会社となります。主要会社は、当社、NTTドコモ※、NTT東日本、NTT西日本、NTTデータグループ、NTTアーバ
ンソリューションズ、NTTアノードエナジーです。
※NTTドコモにはNTTコミュニケーションズの数値が含まれます。

2. 女性の新任管理者登用率・男性育児休業取得率：国内主要5社（当社、NTTドコモ※、NTT東日本、NTT西日本、NTTデータグループ※）です。
※NTTドコモにはNTTコミュニケーションズの数値が含まれます。また、NTTデータグループにはNTTデータ及びNTT DATA, Inc.の数値が含まれます。

3.  男性育児休業取得率は、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成3年労働省令第25号）第71条の4第2号における育児休業等及び育児目的休暇の取得割合を算定したものです。

4.  重要サプライヤとの直接対話率の集計範囲は、調達金額や物品の重要性・代替可能性等を基準として選定した40社のサプライヤを分母とし、年度内に直接の対話
が完了したサプライヤを分子として算定したものです。

5. B2B2X収益額の集計範囲は、総合ICT事業セグメント、地域通信事業セグメント、グローバル・ソリューション事業セグメントです。
6.  顧客エンゲージメント NPI（Next Purchase Intention）は継続利用意向、NPS®（Net Promoter Score®）※1は他者への推奨度を測る指標です。顧客エンゲージメ

ントの対象は、NTT東日本、NTT西日本並びにNTTドコモ※2の注力領域である中堅中小法人向けサービス、コンシューマ向けサービスです。（将来的には大規模法
人向けサービスについての拡大を予定しています）」
※1  本文中に記載されているNet Promoter Score及びNPSは、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズ（現NICE 

Systems, Inc.）の登録商標です。
※2  NTTドコモにはNTTコミュニケーションズの数値が含まれます

7.  重大事故発生件数及び外部からのサイバー攻撃に伴う電気通信サービス停止件数の集計範囲は、指定公共機関である通信4社（NTT東日本、NTT西日本、NTTコ
ミュニケーションズ、NTTドコモ）です。

8. 重大事故とは、電気通信役務の提供を停止または品質を低下させた、一定の条件を満たす事故です。（ P68）

4つの重要項目における指標、目標及び実績

重要項目 指標 目標 実績（2023年度）

気候変動 温室効果ガス
排出量

［Scope1&2］
2030年度 : 80%削減（2013年度比）
2040年度 : カーボンニュートラル

［Scope1&2&3］
2040年度 : ネットゼロ

［Scope1&2］
232万t、50%削減（2013年度比）

［Scope1&2&3］
2,103万t、26%削減（2018年度比）

人的資本

従業員エンゲージメント率 2022年度（57%）に比べて改善 54%

女性の新任管理者登用率 毎年 : 30% 27.9%

男性育児休業取得率 100% 128.5%

重要サプライヤとの
直接対話率 100% 100%

新たな
価値創造

B2B2X収益額 2023年度 : 8,731億円 10,581億円

顧客エンゲージメント ［NPI］ 改善（前年度比）
［NPS］ 改善（前年度比）

［NPI］－
［NPS］－

レジリエンス

重大事故発生件数 2023年度 : ゼロ 4件

外部からの
サイバー攻撃に伴う
電気通信サービス停止件数

2023年度 : ゼロ ゼロ

サステナビリティ指標における報酬連動指標の見直し
　お客さま体験（CX)をより強化する観点から、2024年度より新たな価値創造に関する報酬連動指標（役員・管理職）を、
B2B2X収益額から顧客エンゲージメント（継続利用意向と他者への推奨度）に変更します。

区分 業績指標 評価方法

サステナビリティ指標

温室効果ガス排出量

計画達成度
女性の新任管理者登用率
従業員エンゲージメント率

顧客エンゲージメント【見直し】
NPI
NPS
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18のアクティビティ（解決すべき課題）の選定 4つの重要項目に分類

気候変動

新たな
価値創造

人的資本

レジリエンス

3つのテーマ 9つのチャレンジ 18のアクテビティ

自然との
共生

社会が脱炭素化している
未来へ　

❶ 自らの脱炭素の推進
　（省エネ推進、IOWN導入、再生可能エネルギー利用拡大）
❷ サプライチェーン全体の脱炭素の推進

資源が循環している
未来へ

❸ 通信設備・携帯端末等（金属、プラスチック等）の
　 リユース・リサイクルの推進
❹ 有害廃棄物の適正な処理、保管・管理徹底

自然に寄り添う
未来へ

❺ 生物多様性や生態系・森林保全の推進
❻ 水資源の適切な管理 

文化の
共栄

倫理規範の
確立と共有

❼ コンプライアンス・ガバナンスの強化徹底
❽ ビジネスパートナーとの高い倫理観の共有

デジタルの力で
新たな未来を

❾ お客さまが使い続けたいと思うサービス、
　 サポートの継続的な改善
❿ 知的財産の保護と尊重

安心・安全で
レジリエントな社会へ

⓫ サービスの安定性と信頼性の確保
⓬ 情報セキュリティ・個人情報保護の強化

Well-being
の最大化

人権尊重 ⓭ NTTグループ人権方針の遵守
⓮ 社会全体への人権尊重の働きかけ

Diversity & Inclusion ⓯ 多様な人材の獲得
⓰ 多様な人材の活躍推進

新しい働き方・
職場づくり

⓱ 多様な働き方・健康経営の推進
⓲ 自律的な能力開発の支援　
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